平成２６年度　第１９回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年１１月２８日（金）午前１０時～１０時５０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　委　　員　　中　原　　　都

　　委　　員　　上　田　博　久

　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


    議案第１号　条例改正に対する本委員会の意見について

    議案第２号　平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度（追加募集：薬剤師・林業・土木・　

　　　　　　　　獣医師・畜産））の第１次試験合格者の決定について

    議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について

    報告第１号　平成２６年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ｂ）の採用候補者の決定について

    報告第２号　平成２６年度鳥取県警察官採用試験（高校卒業程度（警察事務））の採用候補者の

　　　　　　　　決定について

	５　議事の公開・非公開


　　議案第１号及び第３号を公開とし、議案第２号、報告第１号及び第２号を非公開とした。
	６　議　事


　

　１　議案第１号

　　　条例改正に対する本委員会の意見について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　県議会から意見聴取のあった条例案について、以下のとおり回答しようとするもの。

①　条例案の名称

　　議案第１０号　鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

　　議案第２２号　職員の給与に関する条例等の一部改正について

②　条例案の概要

　(１)　議案第１０号関係

　　ア　条例の改正理由

　　　　職員を派遣することにより、業務の円滑な実施の確保を通じて地域の振興、住民の生活の向上

　　　等に関する諸施策の推進を図るため、職員を派遣する公益的法人等を追加する。

　　イ　条例案の概要

　　　　職員を派遣してその業務に専ら従事させる公益的法人等として、関西ワールドマスターズゲー

　　　ムズ2021組織委員会を加える。

　　ウ　施行期日は、規則で定める日とする。

　(２)　議案第２２号関係

　　ア　条例の改正理由

　　　　人事委員会の「職員の給与に関する報告及び勧告並びに人事管理に関する報告」に鑑み、及び

　　　獣医師の人材確保を図るため、給料表の改定等の所要の改正を行う。

　　イ　条例案の概要

　　　(ア)　職員の給与に関する条例の一部改正
　　ａ　全給料表の給料月額を改める。
        ｂ　初任給調整手当について、次のとおり支給月額の上限を引き上げるとともに、(c)の職員

          に対する支給期間を９年（現行　６年）に延長する。
　　　　　(ａ)　医療職給料表(１)の適用を受ける医師及び歯科医師　412,200円（現行 410,900円）
    　  　(ｂ)  医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職員　50,300円（現行 50,000円）
　　　  　(ｃ)  獣医学に関する専門的知識を必要とする職員　45,000円（現行 30,000円）
　　　　ｃ　期末手当及び勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.05月分引き上げる。
　　ｄ　地域手当について、級地の区分及び支給割合を改める。
　　　(ａ)　１級地　100分の20（現行　100分の18）
  　　(ｂ)　２級地　100分の16（現行　100分の15）
　　　(ｃ)　３級地  100分の15（現行　100分の12）
　　　(ｄ)　４級地　100分の12（現行　100分の10）
　　　(ｅ)　５級地　100分の10（現行　100分の６）
　　　(ｆ)　６級地　100分の６（現行　100分の３）
　　　(ｇ)　７級地　100分の３（新設）
　　ｅ　単身赴任手当の額を月額30,000円（現行　23,000円）に、職員の住居と配偶者の住居と

　　　の交通距離に応じて加算する額の上限を月額70,000円（現行　45,000円）に、それぞれ引

　　　き上げる。
　　ｆ　管理職員特別勤務手当の支給対象に災害への対処等のための平日午前零時から午前５時

　　　までの間の勤務を加え、その支給限度額を勤務１回につき6,000円とする。
　　ｇ　行政職給料表６級相当以上の55歳を超える職員の給料等の減額支給措置を廃止する。
　　　(イ)　任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条例の一部改正
　　ａ　任期付研究員及び任期付職員の給料表の給料月額を改める。
　　ｂ　任期付研究員及び任期付職員の期末手当の支給割合を(ア)ｃに準じて引き上げる。
　　　(ウ)　企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び病院局企業職員の給与の種類及び

　　　　　基準に関する条例の一部改正
　　　　管理職員特別勤務手当の支給対象について、(ア)ｆと同様の措置を講ずる。
　　　(エ)　関係条例の一部改正
　　　　次に掲げる条例について、(ア)ｇに伴う所要の規定の整備を行う。
　　ａ　職員の育児休業等に関する条例　
　　ｂ　職員の勤務時間、休暇等に関する条例
　　ｃ　県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例
　　ｄ　職員の修学部分休業に関する条例
　　　(オ)  施行期日等
　　　　ａ　施行期日は、平成26年12月１日から適用する(ア)ｃ及び(イ)ｂに関する事項を除き、平

　　　　　成27年４月１日とする。

　　　　ｂ　所要の経過措置を講ずる。

③　条例案に対する人事委員会の判断（案）

　(１)　議案第１０号関係

        職務上必要な派遣先の追加を行うものであり、異議はない。

　(２)　議案第２２号関係
    ア　給料表及び諸手当（獣医師に係る初任給調整手当を除く。）に係る部分については、当委員会 
     勧告どおりの提案となっているため、異議はない。
   イ　獣医師にかかる初任給調整手当の引上げ及び支給期間の延長については、獣医師の人材確保を
     図るための措置として、本県における人材確保の状況や他の都道府県における手当措置の状況等

     を勘案して提案されたものであり、異議はない。

　 ウ　給料の切替えに伴う経過措置の期間が当委員会の勧告を１年間上回るものであること及び切 

     替日の前日において職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成24年鳥取県条例第  

     41号）附則第２項の規定の適用を受けていた職員に係る経過措置額について平成28年3月31日　

　　 までの間は当該規定により受けていた額とすることについては、本県における給与改定の経緯を   

     踏まえ、職員の士気の確保、給料の切替えに伴う職員の負担の軽減等の観点を重視して提案され

     たものであり、やむを得ないものと考える。
【質　疑】

委　員

　　法人格取得後も現在と同じ職員が派遣されるのか。法人格取得以外には変わるものではないか。

事務局

　　その予定である。１２月中に法人が立ち上がり、１月以降派遣の形態となる予定。

委　員

　　このような案件のある度に条例改正をするのか。なんらかのハードルを設定してそれをクリアすれ
　ば良いとはならないのか。

事務局

　　派遣法制定前には職専免により職務に当たらせていた時期があったが、職員を他団体へ派遣する場

　合は議会の承認にかからしめるべきであるという考えから、条例で団体名を明記するようになった。

　必要がなくなれば条例から削除する。
委　員

　　行政職２級７４号給以上等の経過措置については、本来であれば本年度末で終了していたところを
　一年延長するということか。

事務局

　　現在は、給料表備考欄の乗率自体を0.8％上乗せしている。退職手当額もその額を基礎に算定され
　る。

　　来年度は、経過措置額として現在の額を支給するため、給料月額は変わらないが、退職手当の算定

　基礎は本来額となる点が現在と異なる。
委　員

　行政職２級74号給以上にはどの程度在職しているか。

事務局

　わたりのあった頃と違い、３級に上がらない職員があるためかなりある。188人である。

　２　議案第２号

平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度（追加募集：薬剤師・林業・土木・獣医師・畜産））の第１次試験合格者の決定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
　３　議案第３号

選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から以下のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。
①　申請のあった職
  文化財主事（任期付職員）

②　採用予定者数
  ４名程度
③　採用予定日
平成27年４月１日

④　申請理由
埋蔵文化財の発掘調査業務については、その業務の専門性・特殊性から、高度の専門的知識・経験、職務遂行能力が求められる。

そのため、その者が業務に必要な専門的な知識・経験を有しているか、それらの知識・経験を業務に活用できるかどうかといった点に着目し、専門試験、論文試験、実技試験及び人物試験により総合的に評価する必要がある。

今回の申請については、年度末の退職等により欠員が生じることが判明したため、その補充を行おうとするものである。

⑤　選定方法

　　教育委員会において採用候補者選定のための試験を実施。

(１)　試験内容

・専門試験：文化財主事に必要な専門的知識についての筆記試験（多肢選択式20問）

・論文試験：公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

・実技試験：土器の実測に関する実技試験

・人物試験：個別面接による人物及び専門的知識についての口述試験

　(２)　受験資格

　　    次のいずれかに該当する人

・大学若しくは大学院で考古学若しくは歴史学を専攻して卒業（修了）した人又は平成27年３月31日までに卒業（修了）見込みの人

・大学又は大学院を卒業（修了）したのち、発掘調査員に相当する職に６か月以上従事した経験のある人（ただし、発掘調査補助員及び発掘作業員を除く。）

       ※年齢要件なし  

⑥　人事委員会の判断

　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するも

　の」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】

委　員

　　よく募集しているようだが、あまり採用できないのか。

事務局

　　今任用されている方が辞める予定であり、そのための補充である。

委　員

　　大学院に所属されているような方が任期付で一時的に来るというのが多いのか。

事務局

　　最終的には常勤職員として、財団、市町村に採用されるか、又は大学に残るという形になる。大学

　の任期付であれば箔が付くので良いが、公共団体の任期付はあまり経歴上箔が付かないことから、大

　学へ行く場合が多いと思う。また、鳥取県出身者はあまり人数がおらず、他県から来てもらう必要が

　あるというのも難しいところ。

委　員

　　これが上手く採用できないと公共工事に支障が出るのではないか。

事務局

　　平成27年度がピークであり、それまでに調査を終了しなければならないようだ。

委　員

　　任期付でないといけないのか。

事務局

　　事業が終わってしまえば業務量がなくなってしまう。

委　員

　　今回集まらなければまた申請してもらう必要があるのだろう。待遇面を変えるというのも難しいだ

　ろうし。

事務局

　　赴任旅費は今年度から出せるようにしている。

委　員

　　今回結果が芳しくなければ何かできうることを考えた方が良いかもしれない。

　　それではこれは進めてもらって良いか。

委　員

　　良い。

委　員

　　良い。

　４　報告第１号

　　　平成２６年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ｂ）の採用候補者の決定について、事務局が説明した。
　５　報告第２号

　　　平成２６年度鳥取県職員採用試験（高校卒業程度（警察事務））の採用候補者の決定について、事務局が説明した。
	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２６年１２月１９日（金）午後４時から開催することとした。
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